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                             （コード番号 4091 東証・大証・名証） 
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炭酸ガス事業部門の会社分割に関するお知らせ 
 
当社は、平成 19 年５月 14 日開催の取締役会において、平成 19 年 10 月 1 日を期して、下記の通り当社

の炭酸ガス事業部門を会社分割し、連結子会社である液化炭酸株式会社に承継することを決定いたしまし

たので、お知らせいたします。 
 

記 
 
1． 会社分割の目的 

大陽日酸株式会社本体を含め、グループ３社が分散して所有・運営している原料ガス供給拠点、なら

びに物流拠点を統合し、精製効率・物流効率の一層の向上による事業競争力の強化を図ること。 
さらに戦略的な事業展開と効率的な事業運営により、顧客に対する安定供給体制の構築とサービスの

向上を行なうことで強固な事業体を形成し、炭酸ガス業界第一位のポジションを確かなものにする。 
 
2． 会社分割の要旨 

(1) 分割の日程 
分割承認取締役会   平成 19 年 5 月 14 日(大陽日酸) ＜※簡易分割＞ 
分割契約締結   平成 19 年 5 月 14 日 
分割の予定日（効力発生日）   平成 19 年 10 月 1 日 

 
(2) 分割方式 

大陽日酸株式会社を分割会社とし、既存の液化炭酸株式会社を承継会社とする物的分割です。 
 

(3) 割当株式数 
大陽日酸株式会社に、液化炭酸株式会社の普通株式 9,197 千株を割当交付します。 

 
(4) 割当株式数の算定根拠 

平成 18 年 3 月 31 日の貸借対照表、損益計算書を基礎に、当社炭酸事業の事業価値および液化炭酸

株式会社の企業価値を三菱ＵＦＪ証券株式会社にＤＣＦ法、類似会社比較法などにより算定を委託

し、この範囲内で割合比率を両社協議の上、決定したものであります。 
 

(5) 分割により減少する資本金等 
 減少する資本金等はございません。 

 
(6) 承継会社が承継する権利義務 

本件事業に関する一切の権利義務。 
 

(7) 債務履行の見込み 
負債については、承継資産に含まれておりません。 



3． 分割当事会社の概要                      （平成 19 年 3 月 31 日現在） 
（1） 商     号 大陽日酸株式会社（分割会社） 液化炭酸株式会社（承継会社） 
（2） 事 業 内 容 工業ガスおよび関連機器・装置の

製造・販売 
液化炭酸ガス等の製造販売 

（3） 設 立 年 月 日 明治 43 年 10 月 30 日 大正 12 年 6 月 21 日 
（4） 本 店 所 在 地 東京都品川区小山 1-3-26 東京都北区赤羽 2-51-3 
（5） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 松枝 寛祐 代表取締役社長 逸見 誠 
（6） 資  本  金 27,039百万円 600 百万円 
（7） 発行済株式数 403,092千株 7,000千株 
（8） 純  資  産 216,068 百万円（連結） 4,135 百万円（単体） 
（9） 総  資  産 547,791 百万円（連結） 8,517 百万円（単体） 
（10） 決  算  期 3 月 31 日 3 月 31 日 
（11） 従 業 員 数 8,267 人（連結） 152 人 

（12） 大株主及び持株比率 

三菱化学株式会社     10.09% 
大陽日酸取引先持株会  4.25% 
明治安田生命          4.06% 
ＪＦＥスチール        3.77% 
みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行     3.57% 

日本液炭ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ    100％ 

 
4． 分割する事業部門の概要 

(1) 分割する部門の事業内容 
液化炭酸ガス、およびドライアイスの製造販売 

 
(2) 分割する部門の経営成績 
  平成 19 年３月期の当該分割部門の売上高は 3,475 百万円であり、分割会社の売上高（259,169百万円）

に対する比率は 1.3％です。 
 

(3) 分割する資産、負債の項目及び金額（平成 19 年 3 月 31 日現在） 
資  産 

項目 帳簿価額 
機 械 及 び 装 置 153,578千円 
工 具 器 具 備 品 1,316千円 
関 係 会 社 株 式 25,442千円 
投 資 有 価 証 券 12,400千円 
合       計 192,736 千円 

 
5． 会社分割後の上場会社の状況 

(1) 上場会社の商号、事業内容、本店所在地、代表者、資本金 
 会社分割による変更はありません。 
 
(2) 業績に与える影響 

  上場会社の連結業績に与える影響は軽微であります。  
 

 
以上 

 
 


